
国内化学物質関係の法令遵守や化学物質管理にお
けるNITE-CHRIPの活用 

（NITE-CHRIPの新機能も紹介） 
 
 

NITE 化学物質管理センター 情報基盤課 

増田 有紗 
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ーNITE-CHRIPの概要 
 
－検索手順 
（化学物質情報から検索／法規制等から検索） 
 
－新機能の紹介 
（複数のCAS RNを入力して検索／物質リストに表示できる項目を増加
／一覧表をExcel形式でダウンロード） 
 
－検索事例 
（化審法番号を調べる／複数の情報源の一覧表を作る） 
 
 

講義内容 



3 各ステージで多様な化学物質管理法規制に対応するために情報収集が必要である 

 新規化学物質の調査・届出 
 化審法・安衛法の届出・申出 
 ※化審法番号（MITI番号）等の 
  確認が必要 
 
 輸出先予定の国への届出等 
 
 有害性、危険性の確認 
  設備対応 
  保護具の準備 

 工場等で化学品を取
り扱う際の主な規制 

 ・化管法 
 ・毒劇法 
 ・安衛法 
 ・消防法 
 ・化兵器法 
 ・大気汚染防止法 
 ・水質汚濁防止法 
 ・土壌汚染対策法 
 
 etc.  

 化学物質の譲渡・提供・販売等 
GHSに準拠したラベル・SDSの作成
（毒劇法、安衛法、化管法） 

 
 危険物の輸送・イエローカード 
 （消防法・毒劇法・高圧ガス法 
 ・船舶安全法、航空法、道路法） 
 
 海外への危険物輸送 
 （国連危険物輸送勧告、国連番号） 
 
 製品のリスク評価 
 廃棄物処理・対策（廃掃法） 
 輸出先国の規制の確認 
 
 

開発・検討段階 製造・輸入・使用段階 輸送・輸出・販売段階 

事業者に求められている化学物質管理 
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上述以外でNITE-CHRIPに掲載しているもの 

消 防 法 

物理化学的 
危険性 

高圧ガス保安法 

火薬類取締法 

高圧ガス 
保安法 

火薬類 
取締法 

水銀汚染防止法 

フロン排出抑制法 

法律の内容にSDSに関する記載があるもの 

NITE化学物質管理センターが法施行を支援しているもの 

一部のみ 

日本の主な化学物質管理規制 
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 無料でご利用頂けます 

 約100種の情報源、約30万物質の
情報を収載しています 

 国内外の化学物質に関する法規制
情報をワンストップで確認できま
す 

 日本語サイト、英語サイトがあり、
切替え可能です 

 ワイルドカードの使用やnot／or検
索など豊富な検索機能があります 

 約２か月に１度定期的に更新して
います 

 

大項目 内容 

一般情報 
CAS登録番号（CAS RN）、日本語名、英語
名、分子式、構造式を掲載しています。 

国内法規制情
報 

化審法、化管法、毒劇法、安衛法など国
内の化学物質に関する規制法の情報を
掲載しています。 

外国法規制情
報 

海外の化学物質の規制や安全性に係る
取組みに関する情報です。 

危険物輸送に関する勧告（国連番号・危
険物分類）、EU、米国、中国、韓国、台湾
の規制情報や、AJCSDへのリンク等を掲
載しています。 

有害性・リスク
評価情報 

国内外の機関で評価された有害性評価・
リスク評価等に関する情報です。 
GHS 分類結果、国内外有害性・リスク評
価書、 
発がん性評価などを掲載しています。 

試験結果・試
験報告書  

各種有害性試験結果、生態影響試験結
果等 
（主にリンク）を掲載しています。 

NITE 化学物質総合情報提供システム（NITE Chemical Risk Information Platform） 

NITE-CHRIPの概要 
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毒劇法の概要 
申請サイト 

関連情報リンク 
対象物質リスト 

化審法の概要 
申請サイト 

関連情報リンク 
対象物質リスト 

安衛法の概要 
申請サイト 

関連情報リンク 
対象物質リスト 

化学物質管理プラットフォーム = NITE-CHRIP 

法令DB 物質DB 

一般情報 

国内法規制情報 

有害性・リスク評価情報 

試験結果・試験報告書 

外国法規制情報 

検索する物質の様々な情報を入手可能 

 
 

各法規制で必要な情報（申請サイトも含む） 
にアクセス可能 

 

NITE-CHRIPの2つの機能 
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２つの調べ方を選択可能 

CAS登録番号や 
物質名称などで検索 

法律の規制対象物質 
などを一覧で表示 

FAQ 更新履歴 English 

日本語版：https://www.chem-info.nite.go.jp/chem/chrip/chrip_search/systemTop 
英語版 ：https://www.chem-info.nite.go.jp/en/chem/chrip/chrip_search/systemTop 

NITE-CHRIPの概要 

トップページ 



8 

FAQ 

マニュアル 

参考資料 

まずは、マニュアルとFAQを確認！ 

便利アイテム 
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CAS登録番号や 
物質名称などで検索 

化学物質から調べる 

検索手順 

トップページ 
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＜カテゴリによる絞り込み＞例えば… 
化審法既存化学物質の類別番号での絞り
込みも可能 

発がん性の評価単位での絞り込みも可能 

CAS RN 
化審法番号 
安衛法番号 
EC番号 
国連番号 
HSコード 
CHRIP_ID 
日化辞番号 
から選択 

※CHRIP_IDとは、NITE-
CHRIPがデータベースを管
理する上で機械的に付与し
ている番号です。 

検索手順 

キーワード検索 
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CAS RN、化審法番号、安衛
法番号、EC番号、国連番号、
HSコード、CHRIP_ID、日化辞
番号の全てを対象とした検索

が可能になりました 

検索手順 

キーワード検索 

New 
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複数のCAS RN等の番
号を入力し、一度に検索
することが可能になりま

した ドラッグで
ボックスが
拡張します 

検索手順 

キーワード検索 

「名称で検索」「分子式で検索」も同様に複
数のキーワードを入力して検索が可能で

す 

New 
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切り替え 

SMILES、分子式による検索が可能 
名称に対して、OR
条件、NOT条件に
よる複雑な条件で
の検索が可能 

ワイルドカード「*」 
→任意の数の文字 
ワイルドカード「?」 
→任意の1文字 
使用例:「100-*」では、 
 100-00-5や100-99-2などを検
索 

検索手順 

キーワード検索（拡張検索） 
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molファイルによる検索も可能 
分子量を絞り込んで検索することも可能 

構造検索したい物質の描画を入力する 
ことで検索が可能 
さらに描画した構造からSMILESコードを取
得することも可能 

※現在、構造式検索の利用再開に向けて準備中です。 

検索手順 

キーワード検索（拡張検索） 
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例えば、ホルムアルデヒド（CAS登録
番号 50-00-0）を検索すると、 

NITE-CHRIPに収載された情報のうち、 
 

【外国法規制情報】＆ 
【有害性・リスク評価情報】 
日本以外の法規制情報が８つ
あること、有害性・リスク評
価に関する情報が9つ入手で
きることが確認できる 

【国内法規制情報】 
日本国内において9つの法律
の下に管理されていることを
確認することができる 

<検索結果> 

－ をクリック
すると、下位
項目が折りた
たまれ非表示
になります。
下位項目を展
開したい時は、
＋ をクリック
します。 

検索手順 

検索結果の見方 



16 

日英の切替え可能 

NITE-CHRIPに
おける「日本語
名称」は基本的
にIUPAC命名規
則に従い付与さ
れている。 

CAS RN : 1321-64-8 
日本語名称「ペンタクロロナフタレン」は、 
化審法の第一種特定化学物質に指定されており、
「ポリ塩化ナフタレン（塩素数が２以上のもの
に限る。）」という名称で規制されている。 

検索手順 

検索結果の見方 
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「○○へ」をクリックすると 
詳細情報が掲載されているサイトへリンクする。 
リンク先が外部サイトの場合は、外部サイトにリンクす
る注記が表示される。 

「データの説明」をクリックすると各項目の
掲載内容の概要が表示される。 

法規制等の概要 

検索手順 

検索結果の見方 
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法律の規制対象物質 
などを一覧で表示 

法規制等から調べる 

検索手順 

トップページ 
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国内法(15法)：52リスト 
諸外国法(10種)：20リスト 
リスク評価書等(9種)：32リスト 
試験報告書：10リスト 
 
合計114の物質リストを収載 

検索手順 

法規制等一覧 

各法規制の対象物質リスト
を確認できる 
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NITE-CHRIPの使い方 

法規制等一覧 
法規制の概要、所轄官庁

を確認できる 



21 

【関連情報へのリンク】 
法規制の詳細、申請サイト、届け出フ
ローなどの外部情報源へリンク 

NITE-CHRIPの使い方 

法規制等一覧 
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掲載情報の詳細情報
を確認できる 

データ掲載日：NITE-CHRIPで更新を実施した日付 
 →追加・変更・削除などの修正を行った最新の日付 
括弧内の日付：情報源の更新ステータス 
 →ここでは2023.7.31に官報公示された情報までを 
  NITE-CHRIPに掲載しているという意味 

検索手順 

法規制等一覧 
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対象物質のリスト
が、政令等で公示
された物質の単位
で表示される 

表示項目全てに対
してソート（昇順、
降順）が可能 

検索手順 

法規制等一覧 
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政令番号等に対応する物質を 
CHRIP_ID 及びCAS RN単位で表示 

物質リスト全体を 
CHRIP_ID 及びCAS RN単位で表示 

検索手順 

法規制等一覧 

CHRIP ID 及び
CAS RN単位のリス
トに切り替えるこ
とが可能 
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政令番号等の単位の物質リスト表示 

CHRIP_ID及びCAS RNの単位の物質リスト表示 

切り替え 

物質リストに追加で表示させる項目を
カスタマイズするボタンが追加されまし
た 
 
ボタンをクリックすると設定画面が表
示されます 

次ページへ続く 

検索手順 

物質リストの作成 

New 
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追加で表示させたい項目に
チェックを入れて 
右上の「再表示」ボタンを
クリック 

「CHRIP_ID及びCAS RN単位の物質
リスト表示」の場合、任意の情報源
から項目を選択することができます。 

「政令番号等単位の物質リスト表
示」の場合、政令番号等の物質単位
で共通の情報のみを選択することが
できます。 

追加表示する項目の選択画
面 

次ページへ続く 

検索手順 

物質リストの作成（前ページの続き） 

New 
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先ほど選択した項目がリストの右側に表示されます 
これにより、例えば「CAS RN」「一般名称」「法令等における名称」「法令等
における番号」など、任意の組合せで情報を表示させることが可能になりました 

検索手順 

物質リストの作成（前ページの続き） 

New 
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2024mmddhhmmss.xlsx 

2024mmddhhmmss.xlsx 

※「表示項目追加／削除」機能でカスタマイズした項目も出力されます。 

※物質数が5,000件を超える場合はダウンロードできません。 
（詳細：https://www.chem-info.nite.go.jp/chrip_search_ja/html/FAQ.html#q14） 

ダウンロードファイルの形式をこれまで
のTSV形式からExcel形式に変更しまし
た 

検索手順 

物質リストの作成（前ページの続き） 

New 

https://www.chem-info.nite.go.jp/chrip_search_ja/html/FAQ.html
https://www.chem-info.nite.go.jp/chrip_search_ja/html/FAQ.html
https://www.chem-info.nite.go.jp/chrip_search_ja/html/FAQ.html
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既存化学物質等であるかを確認する 

調べ方のフロー 

化審法番号入手 

化審法番号入手 

新規化学物質の可能性 

https://www.nite.go.jp/chem/kasinn/kasinn_faq.html 

【化審法FAQ：Q1-1参照】 

※化審法番号とCAS登録番号との照合について 
（ご自分でお調べいただいて化審法番号を推測した場合のみ） 

番号情報なし 

検索結果あり 

検索結果あり 

番号情報なし 

◎NITE-CHRIP（もしくはJ-CHECK）を利用 

Step1:CAS登録番号から検索 

Step2:物質名称から検索 

化審法連絡システム： https://www.nite.go.jp/chem/kasinn/kashinrenraku.html 

一般お問合せフォームから問合せてください 

 

検索事例 

化審法番号（MITI番号）を調べる 

https://www.nite.go.jp/chem/kasinn/kashinrenraku.html
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化審法番号検索のコツ 
・官能基の名称をスペースで区切って検索する。 
・炭化水素基については、「アルキル」、「アルキレン」、「アルケニル」などの包括名称
を用いて登録されている可能性がある。 

トルエン アルキル 

この構造の物質の化審法番号を
名称から探してみよう。 

例 

CAS登録番号が不明な場合またはCAS登録番号で検索しても化審法情報
が表示されない場合、化学物質の名称等で検索してみる 

官能基の名称をスペースで区
切って検索 

検索事例 

化審法番号（MITI番号）を調べる 
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トルエン 

構造を表示
させると 

アルキル
（C=4） 

検索事例 

化審法番号（MITI番号）を調べる 

構造式を表
示させると 

＜構造式を表示する方法＞ 

検索条件入力で構造表示を「有」に
設定する 
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検索手順 

化審法番号（MITI番号）を調べる 
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★物質名称で検索する時のコツ 
（化審法FAQ:https://www.nite.go.jp/chem/kasinn/kasinn_faq.html） 
 

• 官能基の名称をスペースで区切って検索する。 
• 炭化水素基については、「アルキル」、「アルキレン」、「アルケ
ニル」などの包括名称を用いて登録されている可能性がある。 

• 官能基の表現にはバリエーションがあるので、できるだけ短かい
キーワードで広めに検索する。例えば、スルホン酸の塩には「～ス
ルホン酸▲▲塩」や「●●～スルホナート」など。「スルホ」で広
めに調べる。 

• 高分子化合物は構成する単量体と重合方法により命名されている可
能性があるため単量体の名称で検索する。 

• 染料はカラーインデックスの名称で登録されている場合がある。 
• 潤滑油系はキーワード「石油」、かつカテゴリの絞り込みで探す。 

 

全ての化審法番号とCAS登録番号の組合せの確認ができているわけではありません。 
NITEで化審法番号とCAS登録番号の組合せが確認されたもののみCAS登録番号で検索する
ことができます。 
CAS登録番号でみつからない時は、名称で検索してください。 

検索手順 

化審法番号（MITI番号）を調べる 

https://www.nite.go.jp/chem/kasinn/kasinn_faq.html
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SDS３法（化管法、安衛法、毒劇法）の物質リスト一覧を作成してみよう 

－ をクリックすると、下
位項目が非表示になり、
＋ に変わります。下位項
目を展開したい時は、＋ 
をクリックします。 

検索手順 

複数の情報源の一覧表を作る 

次ページへ続く 

カテゴリーから表示さ
せたい法規制等のみを
チェックして、「検索
実行」をクリック。 
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14144件ヒット 

「他の法規制等に該当
するか表示」をクリッ
ク 

検索手順 

複数の情報源の一覧表を作る（前ページの続き） 

次ページへ続く 
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「再表示」をクリックして、前の
ページに戻ります。 

「番号」および「情報源等 」から、表
示させたい項目にチェックをします。
合わせて10項目まで選択できます。 

検索手順 

複数の情報源の一覧表を作る（前ページの続き） 

次ページへ続く 
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ただし、検索結果が含むCAS RNの件数が
5000件を超える場合はダウンロード不可 

検索手順 

複数の情報源の一覧表を作る（前ページの続き） 

検索結果はExcel形式で
ダウンロード可能 
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NITE-CHRIP利用の注意点 

NITE-CHRIPでは、全ての法規制対象物質について収載できている訳では
ありません。 

NITE-CHRIPに収載されていない場合であっても、必ずしも法規制等に非
該当ということではありません。法規制等の対象となるか不明の場合は、
各自で判断していただくか、各法規制等の所管官庁である省庁や関連機
関にお問合せください。 
また、可能な限りCAS登録番号を参考として掲載しておりますが、全ての
CAS登録番号を収載しているわけではありません。 
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CAS RN 62-53-3 Benzenamine 
MITI番号 3-105 アニリン 

CAS登録番号で検索できます 

CAS登録番号の物質が化審法番号（MITI番号）の示す物質と完全に一致する組合せ 

CAS RN＝MITI番号 
 

CAS RN 25551-13-7  Trimethylbenzene 優先通し番号201 1,3,5-トリメチルベンゼン 

CAS: 置換基の位置を限定しない 
化審法: 置換基の位置を限定する 

当組合せは「条件」を記載の
上で掲載を開始しました 

条件：CAS RNの物質の置換基の位置が当該化審法公示名称の規定する置換基の位置に合致すること。 

CAS登録番号の物質が化審法対象の物質と一定の条件を満たした場合に一致する組合せ 

優先評価 
化学物質 

CAS RN 

NITE-CHRIP利用の注意点 

化審法対象物質とCAS RNの関係性の例 

必ず条件をご確
認ください 
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「条件」の記載例 

CAS登録番号が優先評価化学
物質に該当する条件 

NITE-CHRIP利用の注意点 

化審法対象物質とCAS RNの関係性の例 



ご静聴ありがとうございました 
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NITE-CHRIP 

  https://www.chem-info.nite.go.jp/chem/chrip/chrip_search/systemTop 

J-CHECK 

  https://www.nite.go.jp/chem/jcheck/top.action?request_locale=ja 

GHS総合情報提供サイト 

  https://www.chem-info.nite.go.jp/chem/ghs/ghs_index.html 

ASEAN-Japan Chemical Safety Database（AJCSD） 

  https://www.ajcsd.org 

NITEケミマガ 

  https://www.nite.go.jp/chem/chemimaga/backnumber.html 

独立行政法人 製品評価技術基盤機構（NITE） 
化学物質管理センター  
E-mail: chem_information@nite.go.jp 
電話：03-3481-1999（NITE-CHRIP, J-CHECK, GHS, NITEケミマガお問い合せ）  

＜配信登録＞ 
https://www.nite.go.jp/chem/chemimaga/chemimaga_index.html 

https://www.nite.go.jp/chem/chemimaga/chemimaga_index.html


化学物質及び混合物の危険有害性の 
情報伝達に必要なラベル・SDSの作成と 

GHS分類 
 ～便利なツールNITE-Gmiccsの紹介～ 

独立行政法人製品評価技術基盤機構 化学物質管理センター 

情報基盤課  中村 るりこ 

 

機密性１ 



本講義の対象者 

初学者：関連業務（主に安衛法、化管法、毒劇法
対象物質のGHS分類を行い、SDS・ラベルを作成す
る等）に従事して1年未満程度の方々 

日本国内におけるGHS関係文書の位置づけを理解する 
化学品（純物質または混合物）のGHS分類の基礎を 

理解する 
 GHSに基づくラベル・SDSの位置づけを理解し、職場環境

における安全作業等および事業者間の情報伝達に活用
できる 

本講義の狙い 

※実務にあたっては、国連GHS文書（原文）、法令、JIS等をご確認の上ご対応ください。 
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本日の内容 

一、GHSの概要（危険有害性の分類基準、 

   ラベル/SDSによる情報伝達） 

 

一、化学物質のGHS分類概要 
 

一、混合物のGHS分類及びラベル・SDSの 

   作成概要 ～NITE-Gmiccsの紹介～ 
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GHSの概要 

国連GHS文書（パープルブック）※2年ごとに改訂 
 2023/07公開の改訂10版が最新（日本国内は改訂6版に準拠） 
https://unece.org/transport/dangerous-goods/ghs-rev10-2023 

規定する内容 
危険有害性に関する分類基準 
情報伝達に関する事項（安全データシート

（SDS）の内容および記述様式、ラベルに
記載すべき項目） 

化学品の分類および表示に関する世界調和システム 
GHS（Globally Harmonized System of 

Classification and Labelling of Chemicals） 

https://unece.org/transport/dangerous-goods/ghs-rev10-2023
https://unece.org/transport/dangerous-goods/ghs-rev10-2023
https://unece.org/transport/dangerous-goods/ghs-rev10-2023
https://unece.org/transport/dangerous-goods/ghs-rev10-2023
https://unece.org/transport/dangerous-goods/ghs-rev10-2023
https://unece.org/transport/dangerous-goods/ghs-rev10-2023
https://unece.org/transport/dangerous-goods/ghs-rev10-2023


GHSにおける「危険有害性」 

【物理化学的危険性 17項目】 
 爆発物 
 可燃性ガス 
 エアゾール 
 酸化性ガス 
 高圧ガス 
 引火性液体 
 可燃性固体 
 自己反応性化学品 
 自然発火性液体 
 自然発火性固体 
 自己発熱性化学品 
 水反応性可燃性化学品 
 酸化性液体 
 酸化性固体 
 有機過酸化物 
 金属腐食性化学品 
 鈍性化爆発物 

【健康に対する有害性 10項目】 
 急性毒性 
 皮膚腐食性/刺激性 
 眼に対する重篤な損傷性/眼刺激性 
 呼吸器感作性または皮膚感作性 
 生殖細胞変異原性 
 発がん性 
 生殖毒性 
 特定標的臓器毒性（単回ばく露） 
 特定標的臓器毒性（反復ばく露） 
 誤えん有害性 

【環境に対する有害性 3項目】 
 水生環境有害性（急性／短期） 
 水生環境有害性（慢性／長期） 
 オゾン層への有害性 
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 目的 

– 人の健康の維持と環境の保護を強化する 

– 化学品の国際取引を促進する 

 
 範囲・対象 

– 危険有害性を有する化学品（純粋な化学物質、希釈液、混合物） 

– 労働者（労働分野）、消費者（消費者製品）、輸送関係者（輸

送分野）、緊急時対応者 

GHSが整備された背景 

国によって危険有害性の定義や表示およびSDSに必要と
される情報が異なり、これらの違いは、健康と環境の保護
や貿易に影響を及ぼしていた。 

世界中のどこでも化学品の危険有害性情報が正しく
伝達されることを目指して、世界共通の分類基準及び
情報伝達システムを整備したもの。 



GHS分類とラベル・SDSの関係 
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分類基準に従って、危険有害性区分を判定する。  
  ・国連GHS文書 
  ・日本産業規格JIS Z 7252 
  ・事業者向けGHS分類ガイダンス 

分類結果を含む化学品に関する情報をラベル・SDSで伝える。 
   
  ・国連GHS文書の附属書 
  ・日本産業規格JIS Z 7253 

分類 

情報伝達 



SDSとは 
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（厚生労働省モデルラベルを基に編集 ホルムアルデヒド） 

「安全データシート」 
Safety Data Sheet (SDS) 

化学品を使用又は譲渡・提供する際に
必要となる化学品の危険有害性情報及
び安全な取り扱い方法を記載した文書 

人の健康及び環境に対する災害・事故を 
未然に防止することが最大の目的 

※安全性を証明するための資料ではない 

49 



SDSへの記載内容 

１．化学品及び会社情報 

２．危険有害性の要約 

３．組成及び成分情報 

４．応急措置 

５．火災時の措置 

６．漏出時の措置 

７．取扱い及び保管上の注意 

８．ばく露防止及び保護措置 

９．物理的及び化学的性質 

１０．安定性及び反応性 

１１．有害性情報 

１２．環境影響情報 

１３．廃棄上の注意 

１４．輸送上の注意 

１５．適用法令 

１６．その他の情報 

50 

GHS分類を実施しないとSDSが作
成できない！ 
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GHSのラベルとは 

SDSの情報を基礎としてラベルは視認性の良い記載 
労働現場ではラベルが貼付られていることが最重要 

○○○○○ CAS番号： 50-00-0

毒物及び劇物取締法：

ロットNo. XYZ0123

消防法： 貯蔵等の届出を要する物質

劇物

【安全対策】
熱／火花／裸火／高温のもののような着火源から遠ざけること。－禁煙。
屋外又は換気の良い場所でのみ使用すること。
環境への放出を避けること。
保護手袋／保護衣／保護眼鏡／保護面を着用すること。

【応急措置】
吸入した場合：空気の新鮮な場所に移し、呼吸しやすい姿勢で休息させること。
眼に入った場合：水で数分間注意深く洗うこと。次にコンタクトレンズを着用していて容易に外せる
場合は外すこと。その後も洗浄を続けること。
呼吸に関する症状が出た場合：医師に連絡すること。
漏洩ガス火災の場合：漏えいが安全に停止されない限り消火しないこと。

【保管】
容器を密閉しておくこと。
施錠して保管すること。
日光から遮断し、換気の良い場所で保管すること。

【廃棄】
内容物／容器を都道府県知事の許可を受けた専門の廃棄物処理業者に依頼して廃棄すること。

【その他の危険有害性】
情報なし

供 給 者：○○○○株式会社　　　 

注意書き

ホルムアルデヒド (Formaldehyde)

成分：

危険
危険有害性情報

極めて可燃性又は引火性の高いガス
高圧ガス：熱すると爆発のおそれ
飲み込むと有害
皮膚に接触すると有毒
遺伝性疾患のおそれの疑い
長期にわたる、又は反復ばく露による中枢神経系、呼吸器の障害

ラベル 

SDSからエッセンスを抜き出し
たのがラベル要素 

（厚生労働省モデルラベルを基に編集 ホルムアルデヒド） 



ラベルに必要な情報 

• 危険有害性を表す絵表示 

• 注意喚起語 

• 危険有害性情報 

• 注意書き 

• 化学品の名称 

• 供給者を特定する情報 

• その他国内法令によって表示が求められる事項 

52 

GHS分類を実施しないとラベルが作成できない！ 



日本国内には化学物質管理に関する様々な法令が存在するが、GHSに関連した法律は主に３つ 

人
の
健
康
へ
の
影
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急性毒性 

長期毒性 

労働環境 
(国内輸送) 

消費者 環境経由 

生活環境（動
植物を含む）
への影響 

廃 
棄 
物 
処 
理 
法 
等 

排出・ｽﾄｯｸ汚染 廃棄 
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建 
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品 
衛 
生 
法 

暴露 

有害性 

水 
質 
汚 
濁 
防 
止 
法 

大 
気 
汚 
染 
防 
止 
法 

土 
壌 
汚 
染 
対 
策 
法 

オゾン層 
破壊性 

オゾン層 
保護法 

毒 劇 法 

家
庭
用
品
品
質
表
示
法 

化
学
物
質
審
査
規
制
法 

（
化
審
法
） 

化
学
物
質
排
出
把
握
管
理
促
進
法
（
Ｐ
Ｒ
Ｔ
Ｒ
法
） 

農 
薬 
取 
締 
法 

危機管理 

化 
学 
兵 
器 
禁 
止 
法 

農 
薬 
取 
締 
法 

消 防 法 

物理化学的 
危険性 

高圧ガス保安法 

火薬類取締法 

高圧ガス 
保安法 

火薬類 
取締法 

水銀汚染防止法 

フロン排出抑制法 

国内におけるGHS関連の法律 
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個別の法律にGHSに関する条項を追加するのは困難 

事業者による法律／GHS対応を簡便化するため 
日本産業規格JIS Z 7252、及びJIS Z 7253を策定 
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化管法 

• SDSの提供義務 

• ラベル表示の努力義務 

安衛法 

• SDSの提供義務 

• ラベルの表示義務 
• 対象物質以外でも危険有害

性を有するすべての化学物質
及びそれを含有する混合物の
ラベル表示及びSDS提供の
努力義務 

毒劇法 
• 名称、含量、製造業者

等の情報の容器・被包
への表示義務 

• 性状及び取扱に関する
情報等の提供義務 

国内におけるGHS関連の法律 

さらに、GHS分類を正確かつ効率的に実施するための手引きとして、 
「政府向けGHS分類ガイダンス」及び「事業者向けGHS分類ガイダンス」 

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/ghs_tool_01GHSmanual.html 
 

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/ghs_tool_01GHSmanual.html
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GHSに関する日本産業規格JIS 

日本産業規格（JIS） 
・JIS Z 7252：2019 
 GHSに基づく化学品の分類方法 
  →危険有害性の分類基準に関するJIS 

国連GHS文書の内容を 
日本のルールとして整理したのが２つのJIS 

・JIS Z 7253：2019 
 GHSに基づく化学品の危険有害性情報の伝達方法 
  →ラベル・SDSの作成方法に関するJIS 

 https://www.jisc.go.jp/app/jis/general/GnrJISSearch.html 

※日本産業標準調査会のWebページから閲覧が可能です。 

https://www.jisc.go.jp/app/jis/general/GnrJISSearch.html


2年ごとに改訂 
年2回・全4回の議論

で次回版の改訂を確
定 

初版（2003年） 

改訂８版（2019年） 

改訂７版（2017年） 

改訂６版（2015年） 

改訂５版（2013年） 

改訂４版（2011年） 

改訂２版（2007年） 

改訂３版（2009年） 

JIS Z 7250：2010 (MSDS) 

JIS Z 7251：2010 (表示) 

JIS Z 7252：2014 (分類方法) 

JIS Z 7253：2012 (情報伝達) 

JIS Z 7252：2019 (分類方法) 

JIS Z 7253：2019 (情報伝達) 

JIS Z 7252：2009 (分類方法) 

政府向けGHS分類ガイダンスVer. 2.0 (2019) 

事業者向けGHS分類ガイダンスVer. 2.0 (2019) 

政府向けGHS分類ガイダンスVer. 1.1 (2015)  

事業者向けGHS分類ガイダンスVer. 1.1 (2015) 

政府によるGHS分類結果 
（NITE公開） 
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統合 

準拠 or 推奨 

関係省庁等連絡会議 

経済産業省名 

ガイダンスに準拠し分類実施 

GHS分類マニュアル(H18.2.10版) 

政府向けGHS分類ガイダンス(H20.9.5版)  

事業者向けGHS分類ガイダンス(H21改訂版)  

純物質 

混合物 

適宜、改訂 

改訂９版（2021年） 

改訂10版（2023年） JIS Z 7252：2025 (分類方法) 

JIS Z 7253：2025 (情報伝達) 
政府向けGHS分類ガイダンスVer. 3.0 (2025) 

事業者向けGHS分類ガイダンスVer. 3.0 (2025) 

（関係省庁連絡会議の
全省庁名） 

経済産業省名 

（参考） 
国連GHS文書、国内法律、JIS、ガイダンス等の位置づけ 

国連GHS文書 日本産業規格（JIS） GHS分類ガイダンス 

SDS3法 

化管法 

安衛法 

毒劇法 
※改訂等のスケジュールは 
  前後する場合があります。 



可燃性／引火性ガス 
引火性液体 
可燃性固体 
自己反応性化学品 
       など 
 

支燃性／酸化性ガス 
酸化性液体・固体 

爆発物 
自己反応性化学品 
有機過酸化物 

金属腐食性物質 
皮膚腐食性 
 
眼に対する重大な 
損傷性 

高圧ガス 急性毒性 
（区分１～３） 

急性毒性   (区分４) 
皮膚刺激性(区分２) 
眼刺激性(区分２Ａ) 
皮膚感作性 
特定標的臓器毒性  
           （区分３） 
       など  

水生環境有害性 呼吸器感作性 
生殖細胞変異原性 
発がん性 
生殖毒性 
特定標的臓器毒性
（区分１，２） 
吸引性呼吸器有害性 

【どくろ】 

【円上の炎】 【爆弾の爆発】 

【ガスボンベ】 【腐食性】 

【環境】 【健康有害性】 

【炎】 

【感嘆符】 

絵表示（ピクトグラム）：【シンボル】を赤い枠で囲んだもの 

＜ラベル・SDSの絵表示と危険有害性＞ 
ピクトグラム 

GHSにおける「危険有害性」 
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選択可能方式（Building block approach） 

各国はそれぞれのシステムにどのような部分を
当てはめるかを自由に決めることができる。 

 

濃度限界（カットオフ値） 

未試験の混合物を、成分の危険有害性に基づ
いて分類する場合に使用する成分の含有濃度
の限界値。 
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GHS文書 改訂第9版（2021年）の仮訳、21ページ 
JIS Z 7252：2019、5ページ 
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選択可能方式（ビルディングブロック） 

日本では赤色の区分を採用していない。 
 ・急性毒性：区分5 
 ・皮膚腐食性／刺激性：区分3 
 ・誤えん有害性：区分2 



注記1：区分2の発がん性物質成分が0.1%と1%の間の濃度で混合物中に存在する場合には、す
べての規制所管官庁は、製品のSDSに関する情報を要求する。しかしながら、ラベル警告を求
めるかどうかはそれぞれの判断（任意）となる。一部所管官庁は成分が0.1%と1%の間で混合
物中に存在する場合にラベル表示を選択するであろうが、他の所管官庁は、通常、このような
場合にはラベル表示を要求しないであろう。  

注記2：区分2発がん性物質成分が≧1.0％の濃度で混合物中に存在する場合、一般にSDSとラ
ベルの両方が期待される。  

GHS文書 改訂第9版（2021年）の仮訳 （経済産業省） 
https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/files/ghs/ghs_text_9th/GHS_rev9_jp_document.pdf 
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濃度限界（カットオフ値）:分類を行う値 

成分の分類： 

混合物の分類基準となるカットオフ値／濃度限界： 

区分1 発がん性物質 
区分2 発がん性物質 

区分1A 区分1B 

区分1A 発がん性物質 ≧0.1％ -- -- 

区分1B 発がん性物質 -- ≧0.1％ -- 

区分2 発がん性物質 -- -- 
≧0.1％ （注記1） 

≧1.0％ （注記2） 

例） 

併記されているカットオフ値のうち 
日本（JIS）では大きいほうの値で 

区分が付く 

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/files/ghs/ghs_text_9th/GHS_rev9_jp_document.pdf
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分類を行う値とSDSを作成する値が異なる場合も 

危険有害性クラス 
SDSを作成する濃度 

（ただし、国内法令によって別途定めがある場合には、この限りではない） 

 急性毒性  1.0 %以上 

 皮膚腐食性／刺激性  1.0 %以上 

 眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性  1.0 %以上 

 呼吸器感作性又は皮膚感作性  0.1 %以上 （※） 

 生殖細胞変異原性：区分1  0.1 %以上 

 生殖細胞変異原性：区分2  1.0 %以上 

 発がん性  0.1 %以上 （※） 

 生殖毒性  0.1 %以上 （※） 

 特定標的臓器毒性（単回ばく露）  1.0 %以上 （※） 

 特定標的臓器毒性（反復ばく露）  1.0 %以上 （※） 

 誤えん有害性：区分1  10 %以上の区分1の物質かつ40℃での動粘性率が20.5 mm2/s以下 

 水生環境有害性  1.0 %以上 

健康及び環境の各危険有害性クラスに対するSDSを作成する濃度 

※分類を行う濃度未満であっても、SDSを作成する濃度以上で混合物中に存在する場合 
  当該成分のGHS分類区分及び濃度又は濃度範囲を記載する必要があるので注意！ 

（参考）JIS Z 7253：2019 

（参考） 
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GHS分類の判定基準の例（１） 
【物理化学的危険性】 データから分類 

 

GHS文書 改訂第9版（2021年）の仮訳 （経済産業省） 
https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/files/ghs/ghs_text_9th/GHS_rev9_jp_document.pdf 
 

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/files/ghs/ghs_text_9th/GHS_rev9_jp_document.pdf
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GHS分類の判定基準の例（２） 
【急性毒性】急性毒性試験で得られたデータから分類 

GHS文書 改訂第9版（2021年）の仮訳 （経済産業省） 
https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/files/ghs/ghs_text_9th/GHS_rev9_jp_document.pdf 
 

※国連GHS文書では【急性毒性】の区分5まで規定。JISでは不採用。 

ATE (Acute Toxicity Estimates)： LD50値やLC50
値またはそれらの推定値 

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/files/ghs/ghs_text_9th/GHS_rev9_jp_document.pdf
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GHS分類の判定基準の例（３） 
【皮膚腐食性/刺激性】ヒト又は動物の知見から分類 

GHS文書 改訂第9版（2021年）の仮訳 （経済産業省） 
https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/files/ghs/ghs_text_9th/GHS_rev9_jp_document.pdf 
 

※国連GHS文書では
【皮膚刺激性】区分3ま
で規定。 
JISでは不採用。 

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/files/ghs/ghs_text_9th/GHS_rev9_jp_document.pdf
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GHS分類の判定基準の例（４） 
【特定標的臓器毒性（反復ばく露）】ヒトへの影響に関する
証拠と90日間の反復毒性試験によるガイダンス値から分類 

事業者向けGHS分類ガイダンス 
https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/ghs_tool_01GHSmanual.html 
 

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/ghs_tool_01GHSmanual.html
https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/ghs_tool_01GHSmanual.html
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GHS分類の判定基準の例（５）① 
【発がん性】ヒトへの影響の確からしさから分類 

GHS文書 改訂第9版（2021年）の仮訳 （経済産業省） 
https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/files/ghs/ghs_text_9th/GHS_rev9_jp_document.pdf 
 

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/files/ghs/ghs_text_9th/GHS_rev9_jp_document.pdf
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GHS分類の判定基準の例（５）② 
【発がん性】ヒトへの影響の確からしさから分類 
政府向けGHS分

類ガイダンス 
※原則として、国内外の分類機関による分類及びその根拠と
なったデータで判断 

政府向けGHS分類ガイダンス 
https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/ghs_tool_01GHSmanual.html 
 

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/ghs_tool_01GHSmanual.html
https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/ghs_tool_01GHSmanual.html
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GHS分類の判定基準の例（６） 
【水生環境有害性（短期）】藻類、甲殻類、魚類による試

験データから分類 

GHS文書 改訂第9版（2021年）の仮訳 （経済産業省） 
https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/files/ghs/ghs_text_9th/GHS_rev9_jp_document.pdf 
 

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/files/ghs/ghs_text_9th/GHS_rev9_jp_document.pdf
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政府によるGHS分類結果 

ガイダンスに基づいて政府分類を整備 

政府による 
GHS分類結果 

SDS・ラベルの作成支援のために
政府がGHS分類を実施 

約3,300物質 

政府向けGHS分類ガイダンス 

GHS総合情報提供サイト 
（NITEウェブページ） 
https://www.nite.go.jp/chem/ghs/ghs_index.html 

69 

https://www.nite.go.jp/chem/ghs/ghs_index.html
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例：無水フタル酸の分類結果抜粋 

分類結果・分類根拠・分類年度などが確認可能 

政府によるGHS分類結果/ 
NITE統合版 

NITE統合版 https://www.nite.go.jp/chem/ghs/ghs_nite_download.html 70 
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日本と海外のGHS分類結果 

国連GHS文書やJISは分類の方法について言及しするものであり、具体的な化学品に対
してどのようなGHS分類区分が付与されるかについては言及していない。しかしながら、一
部の国や地域では化学品（純物質）に対して使用可能なGHS分類結果を明確に定め
ている場合がある。 
日本では、政府が分類したGHS分類結果を公開しているが、これらはあくまでSDSやラベル
作成の際の参考であり、使用を強制するものではない。 

日本政府による 
GHS分類結果 

＜参考分類＞ ＜強制分類＞ 

ラベルやSDSを作成する際に 
参照してもらうことを目的に公開 
分類結果の使用義務はない 

日本ではSDS作成の参考となるようなGHS
分類結果が公開されています。 

ラベルやSDSを作成する際に指定の分類
結果を使用する義務が発生するもの 

EU:CLP調和分類 
（ヨーロッパのGHS分類） 

https://www.nite.go.jp/chem/ghs/ghs_downlo
ad.html 

https://echa.europa.eu/regulations/clp
/harmonised-classification-and-labelling 

例えば欧州では一部の化学物質に対して
使用しなければならないGHS分類結果が
公開されています。 

71 
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（参考）官民連携プロジェクト 

https://www.nite.go.jp/chem/ghs/ghs_govpro.html 



混合物のGHS分類（推奨されている優先順） 
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(a) 混合物そのものの試験データがあればそれを使用 
 
 

(b) つなぎの原則（Bridging principles） 
  ①希釈 
  ②製造バッチ 
  ③毒性の高い混合物の濃縮 
  ④一つの危険有害性区分の中での内挿 
  ⑤本質的に類似した混合物 
  ⑥エアゾール 
 

 
(c) 個々の成分に関する既知の情報に基づいて、混合物の 

危険有害性を推定（加算式、カットオフ値/濃度限界 等） 

優
先
度 

高 

低 

※物理化学的危険性には基本的に適用不可 

物理化学的危険性 健康有害性 環境有害性 

健康有害性 環境有害性 

健康有害性 環境有害性 ※物理化学的危険性には基本的に適用不可 
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(a) 混合物そのものの試験データがあればそれを使用 

様々な成分を含む混合物（製品）として試験した結果がある場合
（燃焼性試験や変異原性試験など）、その結果が最も優先される。 

混合物X 
（組成成分A、B、C、・・・） 

混合物Xについて試験 

混合物Xそのものの試験データ 
（物性値や毒性値等）に基づき 

GHS分類を実施 



(b) つなぎの原則（Bridging principles） 
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希釈 
有害性があまりないと考えられる物質で希釈した
場合、試験された元の化学物質/混合物と同等
として分類してもよい。 

３つの混合物（A,B,C）が同じ成分Dをもち、
AとBが試験されて主にDにより同じ有害性区分
にある場合で、さらにCの成分DがAとBの中間
濃度であれば同じ有害性区分と推定される。 

製造バッチ 
同じ製造業者が生産した試験していない
バッチの同じ製品は、試験した製造バッチの
有害性と同等とみなせる。 
ただし、バッチ間で有害性が変動する場合は
新しく分類する。 

本質的に類似した混合物 
A+B（試験済み）、C+B（試験なし）と
いう2種類の混合物がある。AとCの有害性
区分が同等であり、同程度混合されているB
は有害性に影響しないと考えられれば、C+B
はA＋Bと同じ区分に分類してもよい。 

毒性の高い混合物の濃縮 

区分1や細区分１Aに分類される成分を濃縮
する場合、追加試験無しで区分１又は１Aに
してもよい。 

エアゾール 

エアゾール形態の混合物は添加した噴霧剤
が噴霧時に有害性に影響しない条件下では、
非エアゾール形態の混合物と同一の有害性
区分に分類してもよい。 

一つの有害性区分内での内挿 

※詳細はJISや分類ガイダンスをご確認ください。 75 
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(c) 個々の成分に関する既知の情報に基づいて、
混合物の危険有害性を推定 
 
例）【急性毒性】 （加算式による分類） 
   混合物の全成分についてデータが利用できる場合 
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例）【急性毒性】 （加算式による分類） 
   混合物の全成分についてデータが利用できる場合の例題 

結果： この混合物の急性毒性は区分３ 

組成成分 含有率（％） 分類結果 LD50値 
[mg/kg] 

成分A 60 区分3 200 

成分B 30 区分4 500 

成分C 10 区分3 70 
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(c) 個々の成分に関する既知の情報に基づいて、
混合物の危険有害性を推定 
 例）【発がん性】成分のカットオフ値／濃度限界から分類 

組成成分 含有率（％） 分類結果 

成分A 0.03 発がん性区分１B 

成分B 0.5 発がん性区分2 

成分C 3 区分に該当しない 

成分D 96.47 区分に該当しない 

結果 
●JIS（注記2）の場合： 
 この混合物の発がん性は 
 区分に該当しない 
●注記1の場合： 
 この混合物の発がん性は 
 区分2 

JIS 



GHS混合物分類判定ラベル/SDS作成支援システム 
NITE-Gmiccs（GHS Mixture Classification and 

Labelling/SDS Creation System） 

経済産業省が運用していたインストール型（スタンドアローン）の 
GHS混合物分類判定システムをリニューアルしたシステム 

79 



組
成
情
報 

物
性
情
報 

GHS混合物分類判定ラベル/SDS作成支援システム 
NITE-Gmiccs 

（ナイトジーミックス） 

GHSラベル要素 

混合物の 
GHS分類判定 

混合物（製品） 

インポート エクスポート 

GHS分類 
ラベル/SDS 

NITE-Gmiccsは混合物のGHS分類・ラベル作成・SDS作成 
をWebブラウザからいつでもどこでも利用できる 

無料のシステムです 

SDS様式 

80 



GHSラベル GHS分類結果 

Gmiccsから出力したGHS分類・SDS
様式をSDSの作成に活用できます 

 SDSの提供義務 
 ラベルの表示努力義務 

 SDSの提供義務 
 ラベルの表示義務 

名称、含量、製造業者の情報
等の表示義務 

性状・取扱に関する情報等の
提供義務 

※各法律で求められる義務の詳細については必ず所管省庁から公表される情報を 
ご確認ください。 

化管法 

安衛法 

毒劇法 

SDS様式 

81 
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混合物（製品）に含まれる単一物質※1を
選択し、含有率を入力すれば危険有害性の
分類を判定※2します 

※1 単一物質のデータがGmiccsに収載されていない（政府によ
るGHS分類結果がない）場合はユーザーで準備し、Gmiccsに登
録する必要があります。収載データの確認は以下より行えます。 
＜NITE統合版GHS分類結果＞ 
https://www.nite.go.jp/chem/ghs/ghs_nite_download.html 

SDS・ラベルの作成支援のため
に政府がGHS分類を実施 

約3,300物質 

「政府によるGHS分類結果/ 
NITE統合版」 

GHS分類結果をNITEが整理・
統合（NITE統合版） 

NITE-Gmiccs  
GHS混合物分類判定ラベル/SDS作成支援システム invented by METI 

GHS Mixture Classification and Label/SDS Creation System 

※2 物理化学的危険性については基本的に分類判定されません。一部、
混合物としての物性データがある場合や国連番号等から分類できる場合に
ついてはロジックをご認ください。 
https://www.ghs.nite.go.jp/link/ja/gmiccs_ClassificationLogic.html 

 

基礎データとして約3,300の単一物質（組成成分）の政府によるGHS分類結果、 
EUのGHS分類結果をNITE-Gmiccsへ収載 

「EU:CLP調和分類」 

ヨーロッパのGHS分類※３ 

約4,700物質 

※3 EUのCLP規則、附属書VI表３で公表されている有害性物質の分類に関する情報です。 

https://www.nite.go.jp/chem/ghs/ghs_nite_download.html
https://www.ghs.nite.go.jp/link/ja/gmiccs_ClassificationLogic.html


混合物（製品）中でNITE-Gmiccsに収載されていない
組成成分データはユーザー側で登録する必要があります※ 

※未登録の組成成分についてはNITE-Gmiccsに登録が必要です。組成成分のGHS分
類情報を用意し、NITE-GmiccsのStep 1で登録します。成分のGHS分類情報がない
場合は、データなし（分類できない）、として登録する必要があります。 
 
GHS分類方法については下記にまとめておりますのでご参照ください。 
＜GHS分類方法＞ 
https://www.nite.go.jp/chem/ghs/ghs_classification.html 

NITE-Gmiccs  
GHS混合物分類判定ラベル作成システム invented by METI 

ユーザー 
所有情報 

未
登
録 

83 
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ECHA:C&L inventory 

https://echa.europa.eu/information-on-chemicals/cl-inventory-database 

CLP規則で危険有害性が調和されていない物質についても、EU域内で流通させる場合は各事業
者から使用しているGHS分類結果について届出の義務が課されており、これらのデータもECHAの
Webサイトから閲覧が可能です。こちらは欧州化学品庁のデータベース（C&L inventory）とし
てまとめられています。 

https://echa.europa.eu/regulations/clp/harmonised-classification-and-labelling 

【参考】諸外国のGHS分類結果 

EU:CLP調和分類 

海外の公的機関からもGHS分類結果が公開されていることがあり、これらの結果につい
ては参考情報として使用することもできます。諸外国における有名なGHS分類結果とし
は欧州の以下の分類が知られています。ただし、分類判定に使用した詳細な根拠デー
タが公開されていない事もあるため注意が必要です。 

EUのCLP規則では有害物質の調和された分類及び表示（GHSに相当するもの）を定めてい
ます。CLP規則の付属書VIで公開されている物質をEU域内で流通させる場合は、調和された
分類結果を用いる必要があるため、一般に強制分類と呼ばれています。 

参考データとして約4700の単一物質
のGHS情報をGmiccsへ収載 ※ 
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NITE-Gmiccsでは２つのGHS分類判定方法が選択できます 

JIS 

国連GHS文書（改訂６版）に基づき、日本
産業規格（JIS）※1で選択された、濃度限界/
カットオフ値、危険有害性項目の区分に基づき
分類 

※1 JIS Z 7252「GHSに基づく化学品の分類方法」 
※2 海外では採用されているGHS国連文書の改訂版が異なる場合があります。ご注意下さい。 

国内向け 

UN 

国連GHS文書（改訂６版）※2にて採用され
ている濃度限界/カットオフ値のうち小さい値及び
危険有害性項目における全ての区分を採用し
分類 

海外向け 

便宜上
の命名 



（再掲）選択可能方式（ビルディングブロック） 

日本では赤色の区分を採用していない。 
 ・急性毒性：区分5 
 ・皮膚腐食性／刺激性：区分3 
 ・誤えん有害性：区分2 

86 



濃度限界（カットオフ値）:分類を行う値 

NITE-Gmiccs分類ロジック より抜粋 

国連GHS文書で濃度限界が併記されている場合、 
日本のJIS Z 7252では大きい方の値を採用している。 

※有効となる区分や採用しているカットオフ値は、各国の法令等を確認する必要がある。 
  NITE-Gmiccsでは便宜上、大きい方の値を適用する分類判定ルールを「JISルール」、  
  小さい方の値を適用する分類判定ルールを「UNルール」と呼んでいる。 
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https://www.ghs.nite.go.jp/link/ja/contents/gmiccs_logic_20210401.pdf
https://www.ghs.nite.go.jp/link/ja/contents/gmiccs_logic_20210401.pdf
https://www.ghs.nite.go.jp/link/ja/contents/gmiccs_logic_20210401.pdf
https://www.ghs.nite.go.jp/link/ja/contents/gmiccs_logic_20210401.pdf


88 

NITE-Gmiccsの特徴まとめ 

人健康/環境有害性 
の分類判定 

加算式及びカットオフ値で
実施できる分類 

分類結果及びラベルの
日英対応 

データの日英変換を自由に 
英語での作業入力も可能 

“一部”の物理化学的 
危険性の分類判定 

混合物（製品）としての物性
データや、国連番号から分類でき
る項目あり 

大量のデータを 
入出力 

複数の混合物（製品）情報や
単一物質（成分）情報をCSV
で入出力 

ラベル要素の 
取捨選択・更新 

ラベルに印字される危険有害性
に紐づく注意書き（Pコード）の
数の調整や一括更新に 

English 

譲渡・提供された
SDSの分類確認 

他社から提供されたSDSの記載
内容の整合性のチェックに 

臓器種名称 
統合機能 

特定標的臓器の臓器名称を統
合ルールに基づいて統合が可能 
ラベル要素の簡略化に 

水のGHS分類データ
をあらかじめ搭載 

政府分類では実施されていない
水（CAS RN：7732-18-5)
のGHS分類データがあるので、水
を含む混合物の分類が楽に 

1 2 3 

4 5 6 

7 8 
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NITE-Gmiccsでできない事 

SDSの全項目の出力 データがない物質の分類 

Gmiccsに登録されていな
い組成成分はユーザーが
登録しないと分類ができま
せん 

SDS様式機能で出力したも
のを、そのまま完成したSDSと
して使用することはできません 
必ず追記の必要があります 

化学物質”単体”の分類 他国のルールによる分類 

国連GHS文書改訂６版
以外のルールによる分類は
実行不可 
日英以外の言語は非対応 

混合物ではない単一物質
の分類機能は設けていま
せん 

1 2 

3 4 

システム上にデータ保存 

システム上にデータは保存されません 
①混合物組成情報 
②単一物質情報 
③分類結果・ラベルSDS様式 
は登録実行後にダウンロードして下さい 5 
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NITE-Gmiccsの注意事項 

【政府によるGHS分類結果（NITE分類） 
                           及びNITE-Gmiccsで判定される結果】 

【NITE-Gmiccsにおける物理化学的危険性の分類判定】 

・政府によるGHS分類結果（NITE分類）はラベルやSDSを作成する際の参考分類 
・NITE-Gmiccsで判定される結果はラベルやSDSを作成する際の参考結果 
・最も優先されるのは混合物自体の試験データ 
・得られた分類判定をラベルやSDSに記載しなければならない義務はない（国内） 

・NITE-Gmiccsでは物理化学的危険性については基本的に分類判定不可 
・判定できる場合は”混合物”としてのデータ（引火点、初留点、国連番号）が必須 
・システムで判定されない物理化学的危険性はユーザーで分類結果に追記の必要あり 



推奨環境（Microsoft 
Edge）でNITE-Gmiccs

を立ち上げます 

任意の検索エンジンで「NITE GHS」又は 
「NITE Gmiccs」と検索します 

ここをクリック 

ここをクリック 
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ここをクリック 

GHS総合情報提供サイト（NITEのWebサイト） 
https://www.nite.go.jp/chem/ghs/ghs_index.html 
https://www.chem-info.nite.go.jp/chem/ghs/ghs_index.html 
 

GHS混合物分類判定ラベル作成システム（NITE-Gmiccs） 
https://www.ghs.nite.go.jp/ 

NITE-Gmiccsへの接続 
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https://www.nite.go.jp/chem/ghs/ghs_index.html
https://www.chem-info.nite.go.jp/chem/ghs/ghs_index.html
https://www.chem-info.nite.go.jp/chem/ghs/ghs_index.html
https://www.chem-info.nite.go.jp/chem/ghs/ghs_index.html
https://www.ghs.nite.go.jp/
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システムを利用する際の基本的な流れは以下のとおり 

STEP 

2 
混合物（製品）の組成情報などを入力 
手入力 or エクセルフォーマット(CSV)でまとめてアップロード 

STEP 

1 
純物質のGHS分類情報などを入力 
手入力 or エクセルフォーマット(CSV)でまとめてアップロード 

CSVファイル 

STEP 

3 
分類判定ルールを選択すると 

自動的にGHS分類されるのを待つだけ！ 

STEP 

4 
会社情報を入力するとGHS対応のラベルを出力できます 

STEP 

5 
GHS分類結果をSDS様式に出力できます 

NITE-CHRIPの一部法規制情報も反映します 

Webフォーム 

混合物（製品）の組成情報 NITE-Gmiccs 

CSVファイル Webフォーム 

単一物質（成分）の組成情報 
NITE-Gmiccs 

NITE-Gmiccs 混合物のGHS分類結果 

混合物のGHSラベル 

NITE-Gmiccs 

混合物のSDS様式 
NITE-Gmiccs 

NITE-CHRIPと 
連携 

STEP 3の 
csvファイル 

STEP 3、5の 
csvファイル 
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（参考）Gmiccsで参照可能なNITE-CHRIPの法規制等 

NITE-CHRIPに掲載されている 
一部の法律情報等 

SDS要素 
出力項目 

SDS要素 
出力小項目 

化審法：第一種特定化学物質 １５．適用法令 その他の国内法令 

化審法：既存化学物質 ３．組成及び成分情報 官報公示整理番号（化審法） 

 化審法：新規公示化学物質（2011年4月1日以降届
出）  

３．組成及び成分情報 官報公示整理番号（化審法） 

 化審法：新規公示化学物質（2011年3月31日以前
届出）  

３．組成及び成分情報 官報公示整理番号（化審法） 

安衛法：名称公表化学物質 ３．組成及び成分情報 官報公示整理番号（安衛法） 

安衛法：新規名称公表化学物質  ３．組成及び成分情報 官報公示整理番号（安衛法） 

化管法 １５．適用法令 
化学物質排出把握管理促進法 
(PRTR法) 

毒物及び劇物取締法 １５．適用法令 毒物及び劇物取締法 

安衛法：表示対象物、通知対象物 １５．適用法令 労働安全衛生法 

安衛法：特定化学物質障害予防規則 １５．適用法令 労働安全衛生法 

安衛法：皮膚等障害化学物質等及び特別規則に基づく
不浸透性の保護具等の使用義務物質  

１５．適用法令 労働安全衛生法 

安衛法：がん原性物質（安衛則）（作業記録等の３０
年保存対象物質）  

１５．適用法令 労働安全衛生法 

大気汚染防止法 １５．適用法令 その他の国内法令 

水質汚濁防止法 １５．適用法令 その他の国内法令 

土壌汚染対策法 １５．適用法令 その他の国内法令 

消防法 １５．適用法令 その他の国内法令 

日本産業衛生学会：許容濃度 ８．ばく露防止及び保護措置 許容濃度 

安衛法：化学物質による健康障害防止のための濃度の基
準（濃度基準値設定物質）  

８．ばく露防止及び保護措置 許容濃度 

REACH：高懸念物質（SVHC） １５．適用法令 その他の国内法令 

NITE-CHRIP 
NITE化学物質総合情報提供システム 

混合物に含まれる組成成分の
CAS登録番号がNITE-

CHRIPに掲載されている一部
法律リスト（右図）に該当する
場合はSDSの該当項目に情報

を出力します 

連 携 

https://www.chem-info.nite.go.jp/chem/chrip/chrip_search/systemTop 
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（参考）SDS要素に上書きされる注意書き（Pコード）について 

GHS/JISで定められた 
注意書きコードの種類 

該当するPコード 
SDS要素 
出力項目 

安全対策の注意書きコード P2XX 
７．取扱い及び保管上の注意 
８．ばく露防止及び保護措置 等 

応急措置の注意書きコード P3XX 
４．応急措置 
５．火災時の措置 
６．漏出時の措置 

保管（貯蔵）の注意書きコード P4XX ７．取扱い及び保管上の注意 

廃棄の注意書きのコード P5XX １３．廃棄上の注意 

混合物のGHS分類
結果にGHSが推奨
する注意書きのコー
ド（Pコード）が紐
づく場合は規定され
ている文言を右図に
従ってSDSの各項目
に出力します。 

【別紙】注意書き文言のSDS上の出力先リスト↓以下参照 

NITE-Gmiccs 使い方 
https://www.ghs.nite.go.jp/link/ja/gmiccs_Howtouse.html 
■SDS様式への注意書き文言等の出力機能（GHS分類結果に基づくPコードの紐づけ）(Step5機能)  
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TOPページの上帯には各種説明等を掲載しています。ご参照ください。 
＜使い方＞ 
 NITE-Gmiccsの概要と使い方事例 
 インポート/エクスポートファイルの修正方法について 
 標的臓器統合仕様 
 注意書きフレーズの絞り込み など 
＜分類ロジック＞NITE-Gmiccsの分類判定方法についての説明 

（参考）NITE-GmiccsのTopページ 



使用方法についてお気軽にお問い合わせ下さい 
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お問い合わせ先 
TEL. 03-3481-1999 
メールお問い合わせフォーム 
https://www.nite.go.jp/cgi-bin/contact/?cid=00000130&lang=0 

独立行政法人 
製品評価技術基盤機構 
化学物質管理センター 
情報基盤課 

作成日：2024/7/17 

Version：3.0.20 

https://www.nite.go.jp/cgi-bin/contact/?cid=00000130&lang=0
https://www.nite.go.jp/cgi-bin/contact/?cid=00000130&lang=0


「NITE-CHRIPとの情報の連携・活用に関する調査」の結果と 
製品含有化学物質の情報伝達や 

NITE-CHRIPとの連携に関する状況 

化学物質管理センター情報基盤課 

髙橋 和博 

 

機密性1 



内 容 
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 「NITE-CHRIPとの情報の連携・活用に関する調査」 
(以下、「情報の利活用に関する調査」）の結果と 
NITE-CHRIPの今後の検討事項 

 次世代製品含有化学物質情報・資源循環プラットフォーム 
（CMP（仮称））の目指す情報伝達の姿と 
NITE-CHRIPとの連携に関する期待 



情報の利活用に関する調査の結果と 
NITE-CHRIPの今後の検討事項 

事業者がNITE-CHRIPをどのように活用しているか、どのような要望があるかについ

て調査（WEBアンケート、ヒアリング）する。調査内容を踏まえて、NITE-CHRIP 

が持つべき機能を明確化すると共に、それらの機能を事業者に利用してもらうにあ

たり解決すべき課題を特定し、データ提供のあり方を検討する。 

100 

１．調査の目的 

以下6枚は、NITEがみずほリサーチ＆テクノロジーズに委託した調査の内容を基にご紹介し
ます。 
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 情報提供に係る機能に関する要望に対して、どのような利活用がされるか、ユースシナリオを 
整理した。 

 利活用場面を踏まえた重要度及び技術的難易度について、「高」「中」「低」を付与した。 

内容 

高 想定される利用者が多い、化学物質管理業務の効率化・高度化に効果的 

中 想定される利用者が多くはないが、特定のユースシナリオにおいて効率性が向上 

低 上記以外 

内容 

高 データの整備及びシステムの改修が必要 

中 システムの改修が必要 

低 簡単なインターフェースの改良で対応可能 

重要度の考え方の目安 

技術的難易度の考え方の目安 

データ利活用に関する調査 
 

２．要望に対する活用方法のまとめ 
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機能面の要望 ユースシナリオ 重要度 難易度 

表示  「法規制から調べる」における法令リストの段階
でCAS RNを表示 

 ワンストップで化学物質のCAS RNを取得したい 
低 中 

 余白が少なくなるような表示  個別物質検索結果の視認性を高めたい 低 低 

 物質別の法規制の星取表（政令番号を記
載） 

 各物質別に法規制の該当性を一覧で確認・ 
  手元においておきたい 
 星取表は管理システムへ取り込みも行いたい 

高 中 

 中間検索結果の化審法番号等様々な情報に
よる並び替え 

 中間検索結果画面でたくさんの物質が該当した場
合に、目的物質へ速やかにたどり着きたい 

 官能基等によるフィルターにより目的の構造について、
化審法第何類等のリストが入手したい 

中 中 

 中間検索結果のフィルター機能 高 中 

 更新履歴の表示・更新アラート  更新による差分をSDS等に反映を容易にしたい 高 中 

提供  エクセルやcsvでのダウンロード（書式のルール
化を含む） 

 リストとして手元で管理したい 
 エクセルの操作が慣れているため情報収集が楽 
 社内システムへの取り込みたい 

高 中 

 エクセルやcsvでのダウンロード（パワークエリ）  必要な情報にカスタマイズして情報を入手したい 中 高 

 APIによるダウンロード  社内システムと連携したい 
 リアルタイムに情報を取得したい 

中 高 

 用途情報のダウンロード  規制物質が自社製品に影響があるか確認したい 中 高 

 PDFで提供しているデータのデジタル化  類似物質の試験を実施する際にデータを参考にし
たい 

中 高 

 5000件以上のCAS RNを含むリストダウンロー
ド 

 必要な化学物質の情報を一度に取得したい 
高 高 

対応済 

一部 
対応済 

データ利活用に関する調査 
 

２．要望に対する活用方法のまとめ 



10
3 

機能面の要望 ユースシナリオ 重要度 難易度 

その他  検索・表示のスピードの向上  検索にかける時間を短縮したい 高 高 

 J-CHECKにおける、評価ステータスと評価書の
リンク 

 化審法での評価ステータスと評価結果を対応付け
たい 

低 中 

 官能基による検索・絞り込み  化審法青本（化学工業日報社）のように官能基
による化学物質の絞り込みを行いたい。 

中 高 

 対話型AIによる検索機能  物質名称の揺れによる検索漏れを防止したい 中 中 

 エクセル等の取り込みによる複数物質の検索  手元にある化学物質リストを検索に使用したい 高 中 

 政府GHS分類の根拠文におけるデータの原典
へのリンク 

 GHS分類で使用されているデータを確認し、自社の
分類へ反映したい 

中 高 

対応中 

データ利活用に関する調査 
 

２．要望に対する活用方法のまとめ（つづき） 
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 法令の収載数等の理由により、有償DBを契約している事業者が多かった。国内法令については、有償DBを提供して

いる企業に対して連携可能性についてヒアリングを行った。 

【主なご意見】 

 法令情報も、GHS分類も、APIで連携できれば一括取得をしなくてすむ、リアルタイム性や加工性
も向上する。 

 我々目線からするとAPIは望ましいが、ユーザー側がAPIが望ましいかは疑問。データ更新に合わ
せてユーザー側が作業スケジュールを組んでいることもあり、業務フローが変わる可能性がある。 

 海外の有償DBを提供している企業では、日本の法令への理解が甘い（化審法の条件付き一
致物質について、MITI番号が付いているから既存化学物質と判定してしまう恐れがあるとの意見
があった）箇所があった。誤った認識を避ける必要がある。 

データ利活用に関する調査 
 

３．その他の連携について～データ提供企業との連携可能性～ 
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 掲載の要望の多い法令の追加を検討する。 

 更新作業の効率化も引き続き検討する。 

 J-CHECKやAJCSDの情報へワンストップでアクセスできるよう検討する。 

 一部の大手企業等からはAPI連携に関する需要もあったが、APIを活用できる事業者は

限られるおそれがあるため、インターフェースやエクセルのアドオンを併せて提供することで、 

ITスキルが高くない利用者もAPIを活用できるように工夫する必要がある。 

 NITE-CHRIPのデータを使用して法令サービスを提供している企業と連携し、化審法の

条件付き一致物質等の正確な情報を提供してもらうよう調整する。 

 

データ利活用に関する調査結果を受けた 
 

NITE-CHRIPの今後の検討事項 



次世代製品含有化学物質情報・資源循環プラットフォーム（CMP（仮
称））の目指す情報伝達の姿 

106 

以下３枚は、2024年3月11日に開催された化学物質審議会・産業構造審議会製造産業分科会
化学物質政策小委員会資料8「CMP（仮称）構想について」を基にご紹介します。 

2024/3/11 化学物質審議会・産業構造審議会製造産業分科会化学物質政策小委員会資料8 p5 

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/seizo_sangyo/kagaku_busshitsu/pdf/011_08_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/seizo_sangyo/kagaku_busshitsu/pdf/011_08_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/seizo_sangyo/kagaku_busshitsu/pdf/011_08_00.pdf
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2024/3/11 化学物質審議会・産業構造審議会製造産業分科会化学物質政策小委員会資料8 p6 

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/seizo_sangyo/kagaku_busshitsu/pdf/011_08_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/seizo_sangyo/kagaku_busshitsu/pdf/011_08_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/seizo_sangyo/kagaku_busshitsu/pdf/011_08_00.pdf
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2024/3/11 化学物質審議会・産業構造審議会製造産業分科会化学物質政策小委員会資料8 p10 

NITEは、経済産業省と共にCMPタスクフォースのオブザーバとして参加。また、CMPタスクフォース配下に
ある物質リストWGにもオブザーバとして参加し、業界横断物質リスト等とのNITE-CHRIPの情報連携や化
学物質の同定等について期待されており、今後、詳細な検討がなされていく予定。 

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/seizo_sangyo/kagaku_busshitsu/pdf/011_08_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/seizo_sangyo/kagaku_busshitsu/pdf/011_08_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/seizo_sangyo/kagaku_busshitsu/pdf/011_08_00.pdf
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ご清聴ありがとうございました。 


